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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） 5,887,559 4,726,951 4,643,655 10,762,308 9,403,955 

経常利益 （千円） 171,696 158,629 178,979 215,408 243,896 

中間（当期）純利益 （千円） 100,829 95,117 95,428 117,458 103,618 

持分法を適用した場合の 

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 1,350,000 1,350,000 1,350,000 1,350,000 1,350,000 

発行済株式総数 （株） 16,000,000 16,000,000 16,000,000 16,000,000 16,000,000 

純資産額 （千円） 4,045,968 4,088,467 4,064,068 4,148,170 4,091,300 

総資産額 （千円） 7,273,643 6,946,702 7,117,275 6,552,509 7,037,068 

１株当たり純資産額 （円） 253.05 255.71 254.23 258.82 255.90 

１株当たり中間(当期)純利

益金額 
（円） 6.31 5.95 5.97 6.72 6.48 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 5.00 5.00 

自己資本比率 （％） 55.6 58.8 57.1 63.3 58.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △181,963 53,625 △280,675 195,483 163,889 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △107,887 △1,970 190,807 △225,009 △1,980 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 282,257 1,890 84,015 15,089 91,355 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） 14,399 61,100 254,967 7,555 260,819 

従業員数 （人） 227 231 229 229 229 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であり、パートタイマーは含んでおりません。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 229 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業収益の下支えにより設備投資は底堅い動きを見せるととも

に、雇用情勢の改善を背景に個人消費も持ち直しているなど、景気は緩やかながらも回復基調で推移しましたもの

の、原油価格や原材料価格の高騰に加え、サブプライムローン問題に端を発する米国経済への警戒感から株価や為

替が大きく影響を受けるなど、景気の先行きに不透明感が強まりました。 

 農業をとりまく環境につきましては、農業従事者の高齢化や農家戸数の減少等の構造的な要因や、酪農情勢の低

迷、さらには懸念されるWTO農業交渉への対応に加え、新農政の進展による農業の構造変化の影響を受け、農業機

械の買い控えが顕著となり、国内需要は低調に推移しました。 

 このような情勢のもと、農業機械部門におきましては、とうもろこしを始めとするバイオエタノールの生産拡大

により輸入穀物が高騰する中、安全で安心な飼料の供給が求められており、低コストで高品質な国産飼料の生産が

可能となる「細断型コンビラップ」や「細断型ロールベーラ」の市場への投入、さらには主力機種であります牧草

関連作業機や有機農業に貢献する土作り関連作業機等のラインナップの充実及び海外市場の開拓等に注力しました

結果、売上高は前年同期比90百万円増加し24億93百万円（前年同期比3.8%増）となりました。 

 電器音響部門におきましては、得意先からの受注が減少し、売上高は前年同期比２億１百万円減少し18億63百万

円（前年同期比9.7%減）となりました。そして、軸受部門におきましては、クリーンエネルギーとして注目を集め

ている風力発電用を始めとした大型軸受の受注が増加し、売上高は前年同期比27百万円増加し２億86百万円（前年

同期比10.4%増）となりました。 

 以上の結果、当中間会計期間の売上高は前年同期比83百万円減少し46億43百万円（前年同期比1.8%減）となりま

した。利益面におきましては、売上高の減少や原材料費の上昇がありましたものの、経営の効率化を図り経費の削

減やコストダウン等に取り組みました結果、経常利益は前年同期比20百万円増加し１億78百万円（前年同期比

12.8%増）となり、中間純利益は95百万円（前年同期比0.3%増）となりました。  

(2)キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、仕入債務の減少、売上債権の増加及

び配当金の支払等の要因により、前事業年度末に比べ5百万円減少し、当中間会計期間末には254百万円（前年同期

比317.3％増）となりました。 

 また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果使用した資金は、280百万円（前年同期は53百万円の獲得）となりまし

た。 

 これは主に前年同期の仕入債務が319百万円の増加でありましたが、当中間会計期間におきましては、115百万円

の減少となりましたこと等を反映したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果得られた資金は、190百万円(前年同期は1百万円の使用)となりました。

 これは主に定期預金の払戻による収入200百万円等を反映したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は、84百万円（前年同期比4,344.3％増）となりました。 

 これは主に短期借入金の純増加額194百万円等を反映したものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業の部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１． 近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りであ

ります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

農機事業部 2,103,074 91.1 

軸受事業部 295,806 114.0 

合計 2,398,880 93.4 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

農機事業部 288,671 108.1 

電器音響事業部 1,878,328 82.9 

合計 2,166,999 85.6 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％) 

電器音響事業部 1,813,782 90.3 660,000 77.3 

合計 1,813,782 90.3 660,000 77.3 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

農機事業部 2,493,545 103.8 

電器音響事業部 1,863,782 90.3 

軸受事業部 286,327 110.4 

合計 4,643,655 98.2 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

タナシン電機㈱ 2,065,054 43.7 1,863,782 40.1 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、農家のニーズに機敏に対応すべく、斬新な発想をもって商品開発に取り組んでおり、農業の省力化・効率

化を追求する商品の研究開発を進めております。 

 現在の研究開発は当社の技術部及び企画部において推進されております。研究開発スタッフは25名にのぼり、これ

は総従業員の10.9％に当たっております。これらの研究開発活動のうち、新製品及び新技術の開発に係る当中間会計

期間の研究開発費の総額は57,465千円となっております。 

 また、当中間会計期間における研究成果としては、ＭＷシリーズ（細断型コンビラップ）、ＳＷ１１００Ｗ（自走

ラップマシーン）、ＷＭ１５５５Ｒ（リモコンラップマシーン）、ＳＲ－６１１Ｄ（自走小型ロールベーラ）等であ

ります。 

 なお、当社の研究開発活動は農機事業部でのみ行われており、研究開発スタッフ、研究開発費の総額、研究成果は

全て農機事業部に係るものであります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設についての重要な変更は、次のとおりであ

ります。 

   ① 農機事業部において、レーザー加工機を新設する計画については、着手及び完了予定年月を平成20年１月か  

    ら平成20年９月に変更しております。 

   ② 軸受事業部において、マシニングセンターを新設する計画については、着手及び完了予定年月を平成19年８  

    月から平成20年８月に変更しております。 

     ③ 軸受事業部において、立型ＮＣ旋盤を新設する計画については、着手及び完了予定年月を平成19年12月から 

    平成20年４月に変更しております。 

(2）当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設等について完了したものはありませ

ん。  

(3）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

  

 （注）  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
投資予定総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

資金調達
方法 

着手予定年月 完了予定年月 
完成後の
増加能力 

 本社工場 

 （三重県名張市） 

 軸受事業部 

 工場改修工事等 
75,000 － 自己資金  平成19年12月   平成20年3月  －  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月25日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 16,000,000 16,000,000 

東京証券取引所 

名古屋証券取引所 

各市場第二部 

－ 

計 16,000,000 16,000,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日  
－ 16,000,000 － 1,350,000 － 825,877 



(5）【大株主の状況】 

  （注） 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は579千株で

あります。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

タナシン電機株式会社 東京都世田谷区深沢８丁目19番20号 3,090 19.31 

田中 直（常任代理人 桐越

昌彦） 

シンガポール 257689 タイソーロード 

ギャロップ ガーデンズ（神奈川県川崎市

高津区） 

2,050 12.81 

タナシンＡアンドＶ開発株式

会社 
東京都世田谷区深沢8丁目19番20号 1,300 8.12 

タカキタ持株会 三重県名張市夏見2828番地 915 5.71 

田中 昭子 東京都世田谷区 700 4.37 

株式会社南都銀行 奈良県奈良市橋本町16番地 700 4.37 

株式会社クボタ 大阪市浪速区敷津東１丁目２番47号 660 4.12 

富士総合サービス株式会社 静岡県御殿場市新橋1495番地 605 3.78 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（三井アセッ

ト信託銀行再信託分・ＣＭＴ

Ｂエクイティインベストメン

ツ株式会社信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 579 3.61 

株式会社第三銀行 三重県松阪市京町510番地 500 3.12 

クレディ スイス ホンコン 

 トラスト アカウント ク

ライアント（常任代理人 株

式会社三菱東京ＵＦＪ銀行決

済事業部） 

ホンコン ジーピーオーボックス18 コン

ノートプレイスセントラル スリーエクス

チェンジスクエア８ 23階（東京都千代田

区丸の内２丁目７番１号） 

500 3.12 

計 － 11,599 72.49 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が82,000株（議決権の数82個）含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数

１個）あります。 

なお、当該株式数は、①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含めております。

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式       14,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   15,930,000         15,930   － 

単元未満株式  普通株式       56,000 － － 

発行済株式総数        16,000,000 － － 

総株主の議決権 － 15,930 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社タカキタ 
三重県名張市夏見

2828番地 
14,000 － 14,000 0.09 

計 － 14,000 － 14,000 0.09 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 276 300 293 320 303 295 

低（円） 261 267 275 287 277 280 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第63期中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、第64期中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第63期中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第64期中間会計期間

（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けて

おります。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。 

資産基準 1.2％ 

売上高基準    0.8％ 

利益基準    2.5％ 

利益剰余金基準    3.4％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 金額（千円） 構成比

（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   271,100   264,967 470,819   

受取手形 ※６ 448,384   742,869 569,005   

売掛金   1,119,385   949,240 891,458   

たな卸資産   1,769,891   1,598,406 1,592,349   

未収入金   485,978   899,252 751,902   

繰延税金資産   58,039   63,624 55,332   

その他   11,481   11,187 6,504   

貸倒引当金   △1,041   △1,035 △1,030   

流動資産合計     4,163,219 59.9 4,528,513 63.6   4,336,342 61.6

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※１         

建物 
※
2,3  586,945   556,190 570,936   

機械及び装置   323,936   304,534 334,486   

土地 ※２  536,189   514,039 536,189   

その他   123,110   100,404 107,791   

有形固定資産合
計 

    1,570,182 22.6 1,475,169 20.7   1,549,404 22.0

無形固定資産     49,841 0.7 34,207 0.5   42,024 0.6

投資その他の資産           

投資有価証券 ※２ 661,424   581,711 652,168   

繰延税金資産   178,275   155,965 135,023   

その他   323,758   341,707 322,105   

投資その他の資
産合計 

    1,163,458 16.8 1,079,384 15.2   1,109,297 15.8

固定資産合計     2,783,482 40.1 2,588,761 36.4   2,700,726 38.4

資産合計     6,946,702 100.0 7,117,275 100.0   7,037,068 100.0

            

 



    前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 金額（千円） 構成比

（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形 ※６ 488,158   474,889 492,935   

買掛金   813,619   703,004 800,629   

短期借入金 ※２ 335,000   667,000 473,000   

一年内返済長期
借入金 

※２ 69,996   39,996 49,996   

法人税等未払金   70,976   94,271 57,183   

未払費用   150,120   160,683 136,427   

賞与引当金   92,609   95,336 90,466   

役員賞与引当金   5,000   － 10,000   

その他 ※５ 57,073   93,245 107,705   

流動負債合計     2,082,554 30.0 2,328,426 32.7   2,218,343 31.5

Ⅱ 固定負債           

長期借入金 ※２ 116,675   76,679 96,677   

退職給付引当金   577,452   557,553 544,006   

役員退職慰労引
当金 

  69,463   78,560 74,852   

預り保証金   12,088   11,988 11,888   

固定負債合計     775,679 11.2 724,780 10.2   727,423 10.4

負債合計     2,858,234 41.2 3,053,207 42.9   2,945,767 41.9

            

（純資産の部）           

Ⅰ  株主資本           

１ 資本金     1,350,000 19.4 1,350,000 19.0   1,350,000 19.2

 ２ 資本剰余金           

(1) 資本準備金   825,877   825,877 825,877   

  資本剰余金合計     825,877 11.9 825,877 11.6   825,877 11.7

 ３ 利益剰余金           

(1) 利益準備金   204,500   204,500 204,500   

  (2)  その他利益剰
余金 

          

    別途積立金   1,370,000   1,400,000 1,370,000   

        繰越利益剰余
金 

  184,672   178,662 193,173   

   利益剰余金合計     1,759,172 25.3 1,783,162 25.0   1,767,673 25.1

 ４ 自己株式     △2,501 △0.0 △3,322 △0.0   △2,661 △0.0

 株主資本合計     3,932,548 56.6 3,955,717 55.6   3,940,890 56.0

Ⅱ 評価・換算差額等           

 １ その他有価証券 
  評価差額金 

    155,906 2.2 108,351 1.5   150,334 2.1

 ２ 繰延ヘッジ損益     12 0.0 － －   76 0.0

 評価・換算差額
等合計 

    155,919 2.2 108,351 1.5   150,410 2.1

純資産合計     4,088,467 58.8 4,064,068 57.1   4,091,300 58.1

負債純資産合計     6,946,702 100.0 7,117,275 100.0   7,037,068 100.0

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 百分比

（％） 金額（千円） 百分比
（％） 金額（千円） 百分比

（％）

Ⅰ 売上高     4,726,951 100.0 4,643,655 100.0   9,403,955 100.0

Ⅱ 売上原価     3,875,846 82.0 3,740,326 80.6   7,804,529 83.0

売上総利益     851,104 18.0 903,329 19.4   1,599,426 17.0

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

    698,911 14.8 735,990 15.8   1,368,176 14.5

営業利益     152,192 3.2 167,339 3.6   231,249 2.5

Ⅳ 営業外収益 ※１   26,520 0.6 29,618 0.6   51,361 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２   20,083 0.4 17,978 0.4   38,714 0.4

経常利益     158,629 3.4 178,979 3.8   243,896 2.6

Ⅵ 特別利益 ※３   428 0.0 － －   428 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   870 0.0 887 0.0   6,506 0.1

税引前中間(当
期)純利益 

    158,187 3.4 178,092 3.8   237,819 2.5

法人税、住民
税及び事業税 

  55,790   84,090 77,319   

法人税等調整
額 

  7,280 63,070 1.3 △1,427 82,663 1.8 56,880 134,200 1.4

中間(当期)純
利益 

    95,117 2.1 95,428 2.0   103,618 1.1

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

 前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金  

自己株式  
株主資本 
合計  資本 

準備金  

資本 
剰余金 
合計  

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計  別途積立金

繰越利益 
剰余金 

 平成18年３月31日 残高 

          （千円) 
1,350,000 825,877 825,877 204,500 1,340,000 209,497 1,753,997 △2,501 3,927,373 

中間会計期間中の変動額                  

  別途積立金の積立て  

 （注） 
        30,000 △30,000 －   － 

  剰余金の配当（注）           △79,942 △79,942   △79,942 

役員賞与（注）           △10,000 △10,000   △10,000 

  中間純利益           95,117 95,117   95,117 

  株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                  

 中間会計期間中の変動額

合計     （千円） 
－ － － － 30,000 △24,825 5,174 － 5,174 

 平成18年９月30日 残高 

       （千円） 
1,350,000 825,877 825,877 204,500 1,370,000 184,672 1,759,172 △2,501 3,932,548 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算
差額等合計

 平成18年３月31日 残高 

        （千円） 
220,797 － 220,797 4,148,170 

 中間会計期間中の変動額        

  別途積立金の積立て 

  （注） 
      － 

  剰余金の配当（注）       △79,942 

役員賞与（注）       △10,000 

  中間純利益       95,117 

  株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△64,890 12 △64,878 △64,878 

 中間会計期間中の変動額

合計     （千円） 
△64,890 12 △64,878 △59,703 

 平成18年９月30日 残高 

        （千円） 
155,906 12 155,919 4,088,467 

  （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 



 当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金  

自己株式  
株主資本 
合計  資本 

準備金  

資本 
剰余金 
合計  

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計  別途積立金

繰越利益 
剰余金 

 平成19年３月31日 残高 

          （千円) 
1,350,000 825,877 825,877 204,500 1,370,000 193,173 1,767,673 △2,661 3,940,890 

中間会計期間中の変動額                  

  別途積立金の積立て         30,000 △30,000 －   － 

  剰余金の配当           △79,940 △79,940   △79,940 

  中間純利益           95,428 95,428   95,428 

  自己株式の取得(△)               △661 △661 

  株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                  

 中間会計期間中の変動額

合計     （千円） 
－ － － － 30,000 △14,511 15,488 △661 14,827 

 平成19年９月30日 残高 

       （千円） 
1,350,000 825,877 825,877 204,500 1,400,000 178,662 1,783,162 △3,322 3,955,717 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算
差額等合計

 平成19年３月31日 残高 

        （千円） 
150,334 76 150,410 4,091,300 

 中間会計期間中の変動額        

  別途積立金の積立て       － 

  剰余金の配当       △79,940 

  中間純利益       95,428 

  自己株式の取得(△)       △661 

  株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△41,983 △76 △42,059 △42,059 

 中間会計期間中の変動額

合計     （千円） 
△41,983 △76 △42,059 △27,232 

 平成19年９月30日 残高 

        （千円） 
108,351 － 108,351 4,064,068 



 前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金  

自己株式  
株主資本 
合計  資本 

準備金  

資本 
剰余金 
合計  

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計  別途積立金

繰越利益 
剰余金 

 平成18年３月31日 残高 

          （千円) 
1,350,000 825,877 825,877 204,500 1,340,000 209,497 1,753,997 △2,501 3,927,373 

事業年度中の変動額                  

  別途積立金の積立て  

 （注） 
        30,000 △30,000 －   － 

  剰余金の配当（注）           △79,942 △79,942   △79,942 

役員賞与（注）           △10,000 △10,000   △10,000 

  当期純利益           103,618 103,618   103,618 

  自己株式の取得(△)               △159 △159 

  株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

                  

 事業年度中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 30,000 △16,324 13,675 △159 13,516 

 平成19年３月31日 残高 

       （千円） 
1,350,000 825,877 825,877 204,500 1,370,000 193,173 1,767,673 △2,661 3,940,890 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算
差額等合計

 平成18年３月31日 残高 

        （千円） 
220,797 － 220,797 4,148,170 

 事業年度中の変動額        

  別途積立金の積立て 

  （注） 
      － 

  剰余金の配当（注）       △79,942 

役員賞与（注）       △10,000 

  当期純利益       103,618 

  自己株式の取得(△)       △159 

  株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

△70,462 76 △70,386 △70,386 

 事業年度中の変動額合計 

（千円） 
△70,462 76 △70,386 △56,870 

 平成19年３月31日 残高 

        （千円） 
150,334 76 150,410 4,091,300 

  （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 

税引前中間（当期） 
純利益 

  158,187 178,092 237,819

減価償却費   76,011 76,978 161,043

投資有価証券評価損   － 816 －

ゴルフ会員権評価損   750 － 1,650

退職給付引当金の増
減額（△減少額） 

  △27,531 13,547 △60,977

役員退職慰労引当金
の増減額（△減少
額） 

  △9,937 3,707 △4,549

賞与引当金の増減額
（△減少額） 

  1,113 4,870 △1,029

役員賞与引当金の増
減額（△減少額） 

  5,000 △10,000 10,000

貸倒引当金の増減額
（△減少額） 

  △417 4 △428

受取利息及び受取配
当金 

  △9,227 △8,728 △13,681

支払利息   3,070 4,019 6,763

手形売却損   11,103 9,341 20,929

有形固定資産廃棄損   120 70 1,886

有形固定資産除却損   － － 2,969

売上債権の増加額   △279,336 △383,053 △451,576

たな卸資産の増加額   △319,580 △6,057 △142,086

仕入債務の増減額 
（△減少額) 

  319,575 △115,670 316,213

未払消費税等の増減
額（△減少額） 

  △7,793 △1,572 2,588

営業保証金の返還に
よる収入 

  100,000 － 100,000

役員賞与の支払額   △10,000 － △10,000

その他   41,355 △3,936 13,240

小計   52,464 △237,572 190,775

利息及び配当金の受
取額 

  10,521 8,757 14,890

利息の支払額   △3,345 △4,726 △7,662

法人税等の支払額   △6,015 △47,133 △34,115

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  53,625 △280,675 163,889

 



   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 

定期預金の払戻によ
る収入 

  － 200,000 －

有形固定資産の取得
による支出 

  △18,509 △27,904 △31,697

不動産賃貸による収
入 

  14,276 16,210 28,821

預り保証金の受入に
よる収入 

  － 100 －

貸付による支出   － － △1,200

貸付金の回収による
収入 

  2,212 2,125 4,322

その他   50 276 △2,226

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △1,970 190,807 △1,980

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 

短期借入金の純増加
額 

  135,000 194,000 273,000

長期借入金の返済に
よる支出 

  △59,998 △29,998 △99,996

自己株式の取得によ
る支出 

  － △661 △159

配当金の支払額   △73,111 △79,324 △81,489

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  1,890 84,015 91,355

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増減額（△減少額） 

  53,545 △5,851 253,263

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  7,555 260,819 7,555

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※ 61,100 254,967 260,819

   



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛品 

総平均法による原価法 

電器音響商品 

個別原価法 

貯蔵品 

個別原価法 

(2）たな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛品 

同左 

電器音響商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛品 

同左 

電器音響商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く）につ

いては定額法） 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。 

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更）  

 法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

 これによる営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益へ

の影響額は、軽微でありま

す。 

（追加情報）  

 法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の

適用により取得価額の５％に

到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しており

ます。 

 これによる営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益へ

の影響額は、軽微でありま

す。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利

用可能期間の５年による定額

法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

定額法 

なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、

財務内容評価法により回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員賞与の支払に備えて、

賞与支給見込額の当中間会計

期間負担額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員賞与の支払に備えて、

賞与支給見込額の当事業年度

負担額を計上しております。 

  (3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事

業年度における支給見込額の当

中間会計期間負担額を計上して

おります。 

(会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それ

ぞれ5,000千円減少しておりま

す。  

(3）  役員賞与引当金 

―――――  

  

  

 (追加情報） 

役員報酬制度の見直しに伴い、

当中間会計期間より役員賞与引

当金の計上は行っておりませ

ん。  

(3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事

業年度における支給見込額の当

事業年度負担額を計上しており

ます。 

(会計方針の変更） 

当事業年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11月29日）

を適用しております。 

これにより営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は、それ

ぞれ10,000千円減少しておりま

す。  

  (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

  (5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく

当中間会計期間末要支給額を

計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく

期末要支給額を計上しており

ます。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替変動リス

クのヘッジについて振当処理

の要件を充たしている場合に

は振当処理を採用しておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ

ッジ方針 

当社の内規であります「為替

リスク管理方針」に基づき、

為替変動リスクをヘッジして

おります。当中間会計期間に

ヘッジ会計を適用したヘッジ

対象とヘッジ手段は以下の通

りであります。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ

ッジ方針 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ

ッジ方針 

当社の内規であります「為替

リスク管理方針」に基づき、

為替変動リスクをヘッジして

おります。当事業年度にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ対象

とヘッジ手段は以下の通りで

あります。 

  ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…製品輸入による

外貨建買入れ債務及び外貨建

予定取引 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

  (3）ヘッジ有効性評価の方法 (3）ヘッジ有効性評価の方法 (3）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ有効性の判定は、原則

としてヘッジ開始時から有効

性判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動

の累計とを比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断して

おります。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金及び当座預金、普通預金

等の随時引き出し可能な預金から

なっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は4,088,455千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

  ───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は4,091,224千円でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 



追加情報 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度  
（自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日）  

───── 従来、有形固定資産として表示して

いた土地の一部について、賃貸用不

動産となったため、投資その他の資

産へ振り替えることとしました。 

なお、当事業年度において、振り替

えた資産及び金額は以下のとおりで

あります。 

 土地   22,149千円 

───── 

項目 前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減

価償却累計額 

（千円） （千円） （千円） 

2,302,973 2,413,805 2,346,026 

※２．担保資産       

(1）固定資産 （千円） （千円） （千円） 

土地 202,764 202,764 202,764 

建物 85,257 81,115 83,241 

(2）銀行根担保設定

に対して供して

いる投資有価証

券 

302,084 278,341 308,590 

上記(1)(2)に対する

債務 （千円） （千円） （千円） 

短期借入金 335,000 667,000 473,000 

一年内返済長期

借入金 

69,996 39,996 49,996 

長期借入金 116,675 76,679 96,677 

※３．有形固定資産の圧

縮記帳 

建物の取得価額から国庫補

助金等による圧縮記帳額

3,811千円を控除しておりま

す。 

───── ───── 

 ４．受取手形割引高  （千円） （千円） （千円） 

  1,719,896 1,114,368 1,448,203 

※５．消費税等の取扱い 仮払消費税等、仮受消費税

等を相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示

しております。 

同左 ───── 

※６．中間期末日満期手

形 

中間期末日満期手形の会計

処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。

なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間期末日満

期手形が中間期末残高に含

まれております。 

中間期末日満期手形の会計

処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。

なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間期末日満

期手形が中間期末残高に含

まれております。 

期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決

済処理しております。な

お、当事業年度の末日は金

融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が

期末残高に含まれておりま

す。 

  （千円） （千円） （千円） 

  受取手形    806 受取手形        353 受取手形     1,098 

     支払手形   63,814 支払手形     52,741 支払手形   77,656 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益の主

要項目 

  （千円）

受取利息 1,453 

受取配当金 7,774 

不動産賃貸収入 14,690 

受取技術料 613 

  （千円）

受取利息 1,690 

受取配当金 7,037 

不動産賃貸収入 16,210 

受取技術料 960 

  （千円）

受取利息 3,141 

受取配当金 10,539 

不動産賃貸収入 28,821 

受取技術料 1,063 

※２．営業外費用の主

要項目 

  （千円）

支払利息 3,070 

手形売却損 11,103 

  （千円）

支払利息 4,019 

手形売却損 9,341 

  （千円）

支払利息 6,763 

手形売却損 20,929 

※３．特別利益の主要

項目 

  （千円）

貸倒引当金戻入 428 

  （千円）

───── － 

  （千円）

貸倒引当金戻入 428 

※４．特別損失の主要

項目 

  （千円）

固定資産廃棄損 120 

    

  （千円）

投資有価証券評

価損 

816 

   

  （千円）

固定資産廃棄損 1,886 

    

 ５．減価償却実施額   （千円）

有形固定資産 68,176 

無形固定資産 7,816 

  （千円）

有形固定資産 69,113 

無形固定資産 7,816 

  （千円）

有形固定資産 145,348 

無形固定資産 15,633 

  
前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少

株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式 16,000,000 － － 16,000,000 

合計 16,000,000 － － 16,000,000 

 自己株式         

   普通株式 11,415 － － 11,415 

合計 11,415 － － 11,415 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円）  

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 79,942 5  平成18年３月31日  平成18年６月30日



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,334株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加531株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  
前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少

株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式 16,000,000 －   －  16,000,000 

合計 16,000,000 －   －  16,000,000 

 自己株式         

   普通株式 11,946 2,334 － 14,280 

合計 11,946 2,334 － 14,280 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円）  

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 79,940 5  平成19年３月31日  平成19年６月29日

  
前事業年度末 

株式数（株） 

当事業年度増加 

株式数（株） 

当事業年度減少 

株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式 16,000,000 －  －  16,000,000 

合計 16,000,000 －  －  16,000,000 

 自己株式         

   普通株式 11,415 531 － 11,946 

合計 11,415 531 － 11,946 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円）  

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 79,942 5  平成18年３月31日  平成18年６月30日



(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 79,940 利益剰余金 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 271,100 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 

△210,000 

現金及び現金同等物 61,100 

  （千円）

現金及び預金勘定 264,967 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 

△10,000 

現金及び現金同等物 254,967 

  （千円）

現金及び預金勘定 470,819 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 

△210,000 

現金及び現金同等物 260,819 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

      

① リース物件の取得

価額相当額、減価

償却累計額相当額

及び中間期末（期

末）残高相当額 

  
機械及び

装置 
 
工具器具

備品等 
  合計 

  (千円)  (千円)  (千円)

取得価額

相当額 
106,080  90,750 196,830

減価償却

累計額相

当額 

101,660  80,260 181,920

中間期末

残高相当

額 

4,420  10,490  14,910

   
工具器具

備品等 
  合計 

    (千円)  (千円)

取得価額

相当額 
  42,698  42,698

減価償却

累計額相

当額 

  28,904  28,904

中間期末

残高相当

額 

  13,793  13,793

  
機械及び

装置 
 
工具器具

備品等 
  合計 

  (千円)  (千円)  (千円)

取得価額

相当額 
106,080  90,110 196,190

減価償却

累計額相

当額 

106,080  79,762 185,842

期末残高

相当額 
－  10,348  10,348

  取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」に

より算定しております。 

同左 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定し

ております。 

② 未経過リース料中

間期末（期末）残

高相当額 

  （千円）

１年以内 10,264 

１年超 4,645 

合計 14,910 

  （千円）

１年以内 4,240 

１年超 9,553 

合計 13,793 

  （千円）

１年以内 4,691 

１年超 5,656 

合計 10,348 

  未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、「支

払利子込み法」により算定

しております。 

同左 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み

法」により算定しておりま

す。 

③ 支払リース料及び

減価償却費相当額 

  （千円）

支払リース料 13,162 

減価償却費相当

額 

13,162 

  （千円）

支払リース料 3,262 

減価償却費相当

額 

3,262 

  （千円）

支払リース料 20,776 

減価償却費相当

額 

20,776 

④ 減価償却費相当額の

算定方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）当中間会計期間において、その他有価証券で非上場株式について816千円減損処理を行っております。 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 385,842 644,824 258,981 

合計 385,842 644,824 258,981 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 16,600 

(2）子会社株式及び関連会社株式 10,000 

  

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 385,842 565,828 179,986 

合計 385,842 565,828 179,986 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 15,883 

(2）子会社株式及び関連会社株式 10,000 

  

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 385,842 635,568 249,725 

合計 385,842 635,568 249,725 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 16,600 

(2）子会社株式及び関連会社株式 10,000 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 当社のデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除いております。 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

 当社のデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除いております。 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

 当社のデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除いております。 

(ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

  

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額(円) 255.71 254.23 255.90 

１株当たり中間（当期）

純利益金額（円） 
5.95 5.97 6.48 

   なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 95,117 95,428 103,618 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
95,117 95,428 103,618 

期中平均株式数（千株） 15,988 15,986 15,988 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第63期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日東海財務局長に提出 

  (2)有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年11月30日東海財務局長に提出 

事業年度（第63期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

      

    平成18年12月22日

株式会社タカキタ     

   取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松岡 憲正  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中谷 敏久  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社タカキタの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第63期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社タカキタの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

追記情報  

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項３．（３）に記載のとおり、会社は当中間会計期間より、役員賞与

に関する会計基準を適用している。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                   以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

      

    平成19年12月25日

株式会社タカキタ     

   取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松岡 憲正  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中谷 敏久  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴木  實  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社タカキタの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第64期事業年度の中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社タカキタの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                   以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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